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  １文部科学省・科学研究費プロジェクト「経済統計・政府統計の応用からの提言」（2015

年度~2018 年度）が、2017 年 12 月 8 日に東京大学経済学研究科において開催した講演を

まとめたものである。 

  ２明治大学政治経済学部 

  ３統計研究会 

  ４東京大学経済学研究科 



 

 

 

前書き 

 

本報告書は、日本学術振興会・科学研究費プロジェクト「経済統計・政府統計の理論と

応用からの提言」（2015 年度－2018 年度、研究代表者：山本 拓）が、2017 年 12 月 8 日

（金）に東京大学小島ホールにおいて開催した 2017 年度の研究集会における講演内容をま

とめたものである。 

経済統計とりわけ政府統計は、経済・社会の動向を理解し、政策を実施、評価するため

には不可欠な情報であることは言うまでもない。近年は EBPM (Evidence based policy 

making）ということもよく聞かれ、統計の重要性は一般に広く認識されつつあると思われ

る。 

本プロジェクトの目的は、経済統計・政府統計における主要な課題の、技術的および制

度的問題を、統計学的な立場から理論的・学術的に検討すること、ならびに経済統計・政

府統計の応用の際の問題点を明らかにし、それらの解決案を模索・提言することである。 

 本研究集会は、経済統計・政府統計をめぐる技術的・制度的問題点、あるいは応用にか

かわる問題を、プロジェクトの過半をしめる統計学の研究者と実際に経済統計・政府統計

の作成者または直接的な利用者として携わっている方々との直接的な交流の場を提供しよ

うとするものである。 

 研究集会は８件の報告からなり、第１セッションでは、まず GDP 統計の速報からその後

の改訂に関わる景気判断の認識ラグの問題が数量的に検討された、次に既存の国土交通省

の住宅流通統計の問題点が代替案との比較において検討された。最後は、把握が困難とさ

れるサービス産業についての価格と生産性について、その問題点・課題が取り上げられた。 

第２セッションでは、まず最近大きな話題となっている児童手当等の政府給付金の効果

の計量的評価方法について、政府給付金の過小申告とその補完に対応する新しい手法が提

案された。次に、現在は十分に把握されていない資産の世代間移転（相続）のデータ推計

方法が紹介された。これは分配格差の時代的変化や相続税評価の検討の基礎となるもので

ある。 

第３セッションは統計的手法の問題を取り上げており、まずは小地域統計の最新理論と

応用例が紹介された。次に匿名化問題に関して、例えば所得の内訳情報の秘匿をどのよう

に行うかについての理論的アプローチが提案された。最後は、マクロ時系列データにおい

て、長期、季節性、短期などの要因に分解する方法についての考え方が提案された。 

 上記のように多岐にわたるトピックを扱う研究集会が、経済統計・政府統計に様々な形

で関わる人々の刺激となり、今後の各種統計の改善の一助になることを期待する次第であ

る。 
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編者 



科学研究プロジェクト「経済統計・政府統計の理論と応用」研究集会 

 

日程： 2017 年 12 月 8 日(金)  

会場： 東京大学経済学部小島ホール 2 階 小島コンファレンスルーム 

オーガナイザー： 国友 直人・山本 拓  

 

プログラム： 

＜挨拶＞   

13:00～13:05 山本 拓（一橋大学・統計研究会）  

 

＜セッション I＞  政府統計・経済統計の諸問題 1  

Chair: 川崎 茂（日本大学）  

13:05～13:40 「認識ラグとリアルタイム意思決定の影響～費税増税を巡る EBPM の  

適否について～」  小巻 泰之（日本大学）  

13:40～14:15 「住宅統計の問題点と住宅政策－日本の既存住宅流通市場は本当に  

小さいのか－」  原野 啓（日本住宅総合センター）  

14:15～14:50 「サービス産業における価格と生産性の計測」  深尾 京司（一橋大学）  

 

 <休憩>  

 

＜セッション II＞ 政府統計・経済統計の諸問題 2  

Chair: 川崎 能典（統計数理研究所）  

15:00～15:35 「Estimating the Impacts of Program Benefits: Using Instrumental  

Variables with Underreported and Imputed Data」 Melvin Stephens, Jr.,  

(University of Michigan)、＊宇南山 卓（一橋大学）  

15:35～16:10 「世代間移転と相続税」  北村 行伸（一橋大学）  

 

<休憩＞  

 

＜セッション III＞ 経済統計の理論と応用  

Chair: 大森 裕浩（東京大学）  

16:20～16:55 「混合効果モデルと小地域統計」  久保川 達也（東京大学）  

16:55～17:30 「匿名性を確保した所得等内訳情報の作成」  星野 伸明（金沢大学）  

17:30～18:05 「多次元トレンド・季節性・ノイズの SIML 分析と公的データへの  

応用」  国友 直人（明治大学）  

 

＊は共著の場合の報告者 



Theory and Applications of Economic and Government Statistics 2018 
 

Abstract 

 

This report is a summary of the unpublished talks and papers presented at the 

third  conference held on December 8, 2017 under the title  "Theory and Applications 

of Economic Statistics and Government Statistics". The topics of the talks are on (i) 

recent issues of official and economic statistics, (ii) applications of economic statistics, 

and (iii)  statistical methodologies for economic statistics. The papers presented at the 

third conference have been written in Japanese or English. 
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